2006年度実力テスト 国際関係法(私法分野) (高橋宏司出題)
第一問　(一部変更)
X(アメリカ人男)は、アメリカ合衆国甲州にて、出生以来居住してきたが、Y(アメリカ人女)との間で、婚姻することなくW(アメリカ人男)をもうけ、有効に認知した。その後、Xは日本に移住して、定職を持ちながら、現在に至るまで5年間引き続き居住している。Xは、2年前に、乙国に一週間の旅行に赴き、立ち寄った児童養護施設で、実父母に虐待されて入所していたZ(乙国人女児)を見て愛おしくなった。そこで、Xは、乙国の所定の手続を踏んで、Zを日本に連れ帰り、現在に至るまで里親として育てている。Xは、7歳になったZが大変なついているので、自分の子として育てるために、Zとの間で、実方との親族関係が断絶するタイプの養子縁組(断絶型養子縁組)をしたいと望んでいる。しかし、甲州に住んでいるWおよびその親権者であるYは、縁組に反対している。甲州法・乙国法について以下のことが分かっている。

甲州法によれば、X・Y・Wの住所(ドミサイル)は甲州に、Zの住所(ドミサイル)は乙国にある。

甲州では、養子縁組について、養親の住所(ドミサイル)のある州が裁判管轄権を有し、法廷地法が準拠法として適用される。

断絶型養子縁組は、甲州法で認められているが、乙国法では認められていない。しかし、乙国法上、実方との親族関係を維持するタイプの養子縁組(普通養子縁組)は認められている。

甲州法および乙国法上、養子縁組で親となるべき者は婚姻している必要がない。

15歳未満の者を養子とする縁組には、甲州法上は裁判所の決定を要し、乙国法上は、親となるべき者に既に子がいれば、その子の同意が必要である。

以上の事実関係のもとで、以下の各問に答えよ。

(1) 本件養子縁組について、日本に国際裁判管轄権があるか論ぜよ。
(2) 本件養子縁組が成立するか、関連する諸問題について準拠法を明らかにしながら論ぜよ。

第二問

輸出入を業とする甲国の法人Yは、乙国の法人Xに対して、Xの乙国工場で使うものとして、ある化学薬品をFOB神戸港条件で販売した。契約の交渉と締結はYの主たる営業所である甲国営業所で行い、当該売買契約に明示の準拠法条項はなかった。Xの乙国工場に到着後、当該薬品は化学反応を起こして爆発し、付近にあったX所有の機械類を破損した上、その横で働いていたZを負傷させた。XおよびZは、Yの販売した化学薬品に不純物が混じっていたことが爆発の原因であるとして、Yに対して、日本において損害賠償請求の提訴をした。甲国・乙国のいずれも日本ではないとして、XおよびZの請求それぞれについて、以下の各問に適切な場合分けをして答えよ。
(1) 日本に国際裁判管轄権があるか論ぜよ。

(2) 準拠法はいずれの国の法か論ぜよ。
